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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　両性分散剤で修飾された顔料を含有する、第１の酸性ｐＨの顔料系インク調合物と、
　第２の塩基性ｐＨの第２インク調合物と、
　を含んで成るインクジェットインクセットであって、前記両性分散剤が、前記第１の酸
性ｐＨより高く且つ前記第２の塩基性ｐＨより低い等電点を有する、インクジェットイン
クセット。
【請求項２】
　前記両性分散剤が、プロトン化可能基とイオン化可能酸性基とを含む化合物から選択さ
れる、請求項１に記載のインクジェットインクセット。
【請求項３】
　前記両性分散剤が、ポリエチレンイミンと無水コハク酸との反応物を含むアミノ酸から
選択される、請求項１に記載のインクジェットインクセット。
【請求項４】
　前記両性分散剤が、前記顔料系インク調合物の０．０１～８ｗｔ％の量にある、請求項
１に記載のインクジェットインクセット。
【請求項５】
　さらに、水、有機溶媒、及びそれらの組合せから選択されるビヒクルを含む、請求項１
に記載のインクジェットインクセット。
【請求項６】
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　前記第１の酸性ｐＨが、３～６．５の酸性ｐＨである、請求項５に記載のインクジェッ
トインクセット。
【請求項７】
　前記顔料が、前記顔料系インク調合物の０．５～５ｗｔ％の量にある、請求項１に記載
のインクジェットインクセット。
【請求項８】
　前記顔料が、自己分散型ブラック顔料である、請求項１に記載のインクジェットインク
セット。
【請求項９】
　前記第２のインク調合物が、顔料系インク、染料系インク、及びそれらの組合せから選
択される、請求項１に記載のインクジェットインクセット。
【請求項１０】
　前記第１の酸性ｐＨが３～６．５の酸性ｐＨであり、且つ前記第２の塩基性ｐＨが７．
５～１０の塩基性ｐＨである、請求項１に記載のインクジェットインクセット。
【請求項１１】
　３～６．５の第１の酸性ｐＨを有する第１の顔料系インク調合物及び７．５～１０の第
２の塩基性ｐＨを有する第２のインク調合物を含む分配システムを設けるステップであっ
て、前記第１の顔料系インク調合物が、両性分散剤で修飾された第１の顔料を含み、前記
両性分散剤が、前記第１の酸性ｐＨより高く且つ前記第２の塩基性ｐＨより低い等電点を
有する、ステップと、
　前記第１の顔料系インク調合物及び前記第２のインク調合物を分配するステップと、
　を含んで成る印刷方法であって、前記第１の顔料系インク調合物と前記第２のインク調
合物とが互いに隣接して分配される際に、前記第１の顔料系インク調合物と前記第２のイ
ンク調合物との間のインクのブリードが実質的に阻止される、印刷方法。
【請求項１２】
　前記両性分散剤が、ポリエチレンイミンと無水コハク酸との反応物を含むアミノ酸から
選択される、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　両性分散剤で修飾された顔料を含有する、第１の酸性ｐＨの顔料系インク調合物と、
　第２の塩基性ｐＨの第２のインク調合物と、
　を含む分配システムを具備し、前記両性分散剤が、前記第１の酸性ｐＨより高く且つ前
記第２の塩基性ｐＨより低い等電点を有する、プリンタシステム。
【請求項１４】
　前記両性分散剤が、ポリエチレンイミンと無水コハク酸との反応物を含むアミノ酸から
選択される、請求項１３に記載のプリンタシステム。
【請求項１５】
　印刷品質を向上させる方法であって、
　第１の酸性ｐＨを有する第１の顔料系インク調合物と第２の塩基性ｐＨを有する第２の
インク調合物とを設けるステップであって、前記第１の顔料系インク調合物が、両性分散
剤で修飾された第１の顔料を含み、且つ前記両性分散剤の等電点が、前記第１の酸性ｐＨ
と前記第２の塩基性ｐＨの間にある、ステップと、
　前記第１の顔料系インク調合物と前記第２のインク調合物とを互いに隣接して配置させ
ることによって、前記第１の顔料系インク調合物と前記第２のインク調合物との間のブリ
ードを低減させるステップと、
を包含する、方法。
【請求項１６】
　前記両性分散剤が、ポリエチレンイミンと無水コハク酸との反応物を含むアミノ酸から
選択される、請求項１５に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、インクジェットインクセット、顔料系インク調合物、印刷方法、及び印刷品
質を高める方法に関する。
【発明の背景】
【０００２】
　オフィス及び家庭におけるインクジェット印刷システムの利用は、近年、劇的に進展し
た。その進展は、インクジェットプリンタのコストの徹底的な削減と、印刷分解能及び総
合的な印刷品質の実質的な改善によるものと考えてよい。大幅に改善されてきた印刷品質
ではあるが、インクジェット画像の耐久性をさらに改善するための研究開発努力が続けら
れている。何故なら、インクジェット印刷画像の耐久性は、他の印刷技術及び写真技術に
よって達成されるレベルにはまだ達していないからである。インクジェット印刷において
は、妥当なコストを維持しつつ、高い品質、高い永続性、及び高い耐久性を呈する画像を
生成したいという要望がいまもなお存在する。
【０００３】
　インクジェット印刷においては、インクジェット画像は、印刷ヘッドとして知られてい
る液滴発生装置から精密なドットパターンが射出される際に印刷媒体上に形成される。典
型的なインクジェット印刷ヘッドにおいては、精密に形成されたノズルがノズルプレート
上に配置されており、そしてインクジェット印刷ヘッドアレイに取り付けられている。ノ
ズルの直径は、典型的に、３０～４０マイクロメートルである。インクジェット印刷ヘッ
ドアレイには、射出チャンバアレイ（１つ又は複数のインク容器との流体連通によって、
液体ビヒクルに溶解又は分散している顔料及び／又は染料を含んで成る液体インクを受容
する）が備え付けられている。各チャンバでは、射出抵抗体として知られる薄膜抵抗体が
ノズルに対向して配置されており、そのため、射出抵抗体とノズルとの間にインクを溜め
ることができる。特定の射出抵抗体が励起されると、ノズルを通って印刷媒体の方にイン
クが噴出されて画像が生成される。印刷ヘッドは、印刷カートリッジ又はインクジェット
ペンと呼ばれる外側パッケージによって保持され且つ保護されている。
【０００４】
　異なる色のインクを、ボンド紙、コピー用紙、及びその他の媒体上に互いに隣接させて
印刷すると、ブリードが生じる場合がある。ブリードは、或るカラーが、印刷中の用紙表
面や用紙内部にて混じり合う際に生ずる。用語「ブリード」は、次のように定義される。
２つの異なる色のインクを互いに隣接して印刷する場合、その２つの色の間の境界はきれ
いであり、一方の色が他方の色へ侵入しないことが望ましい。一方の色が他方の色の中へ
侵入すると、２つの色の間の境界がぎざぎざになり、これがブリードと呼ばれる。これは
、紙の繊維に起因して単一色のインクに関して起こる「滲み」を表すのに多くの場合用い
られる、用語「ブリード」の用法とは別である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ブリードを抑制するための従来の解法は、主として、加熱プラテン又はその他の熱源及
び／又は特殊用紙の利用に関連していた。加熱プラテンに関しては、プリンタのコストが
嵩む。特殊用紙に関しては、単一種類の用紙に限定され、そしてそれは、普通紙よりコス
トが比較的高い。ブリードを軽減させるための他の方法としては、用紙中へのインクの浸
透速度を高めることが挙げられる。しかしながら、浸透速度を高めることは、エッジ尖鋭
度の低下につながる（印刷物の印刷品質を低下に帰着する）。それ故、代替のブリード抑
制機構が望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　簡単に述べると、本開示の実施形態には、インクジェットインクセット、顔料系インク
調合物、プリンタシステム、印刷方法、及び印刷品質向上の方法が包含される。中でも、
１つの例示的なインクジェットインクセットは、顔料と或る等電点を有する両性分散剤と
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を含有する第１のｐＨの顔料系インク調合物と、第２のｐＨの第２のインク調合物とを含
んで成り、この場合、第１のｐＨ及び第２のｐＨの各々は、酸性ｐＨ及び塩基性ｐＨから
選択され、第１のｐＨと第２のｐＨとは等しくはなく、且つ両性分散剤は、その分散剤が
酸性である際は第１のｐＨより高い等電点を有し、その分散剤が塩基性である際は第１の
ｐＨより低い等電点を有する。
【０００７】
　１つの例示的な顔料系インク調合物としては、第１のｐＨを有する顔料系インクと両性
分散剤とを含有する顔料系インク調合物が挙げられ、この場合、両性分散剤は帯電してお
り且つプロトン化可能基（プロトン化し得る基）とイオン化可能酸性基（イオン化し得る
酸性基）とを含む化合物から選択され、且つ両性分散剤は等電点を有し、その分散剤が酸
性である際は第１のｐＨより高い等電点を有し、その分散剤が塩基性である際は第１のｐ
Ｈより低い等電点を有する。
【０００８】
　１つの例示的な印刷方法は、第１のｐＨを有する第１の顔料系インク調合物と第２のｐ
Ｈを有する第２のインク調合物とを含む分配システムを設けるステップであって、第１の
顔料系インク調合物が第１の顔料と両性分散剤を含み、両性分散剤が等電点を有し、第１
のｐＨ及び第２のｐＨの各々が、約３～６．５の酸性ｐＨ及び約７．５～１０の塩基性ｐ
Ｈから選択され、且つ両性分散剤が、その分散剤が酸性である際は第１のｐＨより高い等
電点を有し、その分散剤が塩基性である際は第１のｐＨより低い等電点を有する、ステッ
プと、第１の顔料系インク調合物と第２のインク調合物とを分配するステップとを包含し
、この場合、第１の顔料系インク調合物と第２のインク調合物とが互いに隣接して分配さ
れる際に、第１の顔料系インク調合物と第２のインク調合物との間のインクブリードが実
質的に阻止される。
【０００９】
　１つの例示的な印刷品質を向上させる方法は、第１のｐＨを有する第１の顔料系インク
調合物と第２のｐＨを有する第２のインク調合物とを設けるステップであって、第１の顔
料系インク調合物が第１の顔料と両性分散剤を含み、第１のｐＨ及び第２のｐＨの各々が
、酸性ｐＨ及び塩基性ｐＨから選択され、第１のｐＨと第２のｐＨとが等しくはなく、且
つ両性分散剤の等電点が第１のｐＨと第２のｐＨの間にある、ステップと、第１の顔料系
インク調合物と第２のインク調合物を互いに隣接させて配置させることによって第１の顔
料系インク調合物と第２のインク調合物との間のブリードを低減させるステップとを包含
する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、エッジ尖鋭度の低下を起こすことなく、ブリードを抑制し得る、比較
的安価なインク調合物を含むインクジェットインクセットを提供することができる。詳細
には、本発明によれば、顔料系インク調合物と他のインクとの間のブリードが抑制（例え
ば、顔料系インク調合物と他のインクとの間のブリードを阻止）された状態で、顔料系イ
ンク調合物と他のインク調合物とを互いに隣接させて分配することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の多くの実施形態は、以下の図面を参照することによって、さらによく理解する
ことができる。図面中の要素は、必ずしも正確な縮尺関係にはない。
【００１２】
　顔料系インク調合物、インクジェットインクセット、印刷方法、並びにプリンタシステ
ムを開示する。
【００１３】
　概して、顔料系インク調合物には、限定はしないが、両性分散剤によって顔料が分散さ
れている顔料系インクが含まれる。顔料系インク調合物は、他のインク調合物とは逆のｐ
Ｈを有する（例えば、顔料系インク調合物及び他のインク調合物のうち一方は酸性（分散
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剤上の実効正電荷）であり、他方は塩基性（負電荷）である）。それ故、２つの調合物を
互いに隣接して配置すると、その境界で両性分散剤が他のインク調合物の方へ引き付けら
れ（反対電荷が引き付ける）、そしてその過程において、両性分散剤が、反応するか、又
はその等電点へと近づく。等電点に近づくと（例えば、等電点の前後約１ｐＨ単位）、両
性分散剤によって分散された顔料が不安定となり、溶液から分離する（即ち、「クラッシ
ュアウト（沈殿）する」）。顔料が沈殿すると、インクは、顔料が分散していたときほど
流動性ではなくなり、従って、ブリードが阻止される。従って、このブリード阻止メカニ
ズムは、一緒になると溶液から沈殿を形成する、２つの逆に帯電した着色剤の相互作用に
起因するものであり、従って、強固なブリード阻止を実現することができる。
【００１４】
　加えて、両性分散剤を有する顔料系インク調合物を使用する際には、両性分散剤を使用
しない調合物と比較して、高い光学濃度を達成することができる。その結果、両性分散剤
分散型顔料系インク調合物は、「在来の」分散剤顔料インク調合物よりも少量の顔料を含
めばよい。
【００１５】
　図１は、当該顔料系インク調合物を用い得るプリンタシステム１０のブロック図を示し
ている。プリンタシステム１０は、コンピュータ制御システム１２、インク分配システム
１４、及び印刷媒体１８を具備する。コンピュータ制御システム１２は、インク分配シス
テム１４を制御する機能を有するプロセス制御システムを具備する。詳細には、コンピュ
ータ制御システム１２は、顔料系インク調合物及びその他のインク調合物を用いて、文字
、記号、写真等を印刷媒体１８上に印刷するようインク分配システム１４に指令し且つ制
御する。
【００１６】
　インク分配システム１４には、限定はしないが、１つ又は複数のインク（例えば、顔料
系インク調合物）を印刷媒体上に分配する、在来のインクジェット技術が包含される。ド
ロップオンデマンド技術及び連続フローインクジェット技術のようなインクジェット技術
を用いて、インクを分配することができる。インク分配システム１４は、印刷ヘッドの複
数のノズルの１つ又は複数を介してインクを分配（例えば、噴射）するように機能する少
なくとも１つの在来型インクジェット印刷ヘッドシステム（例えば、サーマルインクジェ
ット印刷ヘッド及び／又はピエゾインクジェット印刷ヘッド）を具備することができる。
印刷ヘッドシステムは、１つ又は複数のインク容器との流体連通により、液体ビヒクルに
溶解もしくは分散しているインクを受容する射出チャンバアレイを備えている。
【００１７】
　用語「印刷媒体群」及び「印刷媒体」には、限定はしないが、紙基材、写真ベース基材
、プラスチック媒体基材（例えば、透明乃至不透明のプラスチックフィルム）等が包含さ
れ得る。印刷媒体としては、限定はしないが、ポリマー、紙、ガラス、セラミック、織布
、又は不織布材料から作られた硬質若しくは可撓性の材料を挙げることができる。
【００１８】
　上述のように、本発明の顔料系インク調合物には、限定はしないが、両性分散剤分散型
顔料を含有する顔料系インクが含まれる。別の実施形態では、本発明の顔料系インク調合
物は、両性分散剤分散型顔料に適合するビヒクルを含む。その他の顔料系インク調合物で
は、当該調合物は、限定はしないが、溶媒、塩、緩衝剤、殺生物剤、界面活性剤、及びそ
れらの組合せを含有し得る。
【００１９】
　当該顔料系インク調合物は、１つ又は複数のインク調合物を有するインクジェットイン
クセットにおいて用いることができる。例えば、当該インクセットは、顔料系インク調合
物と第２のインク調合物とから構成することができる。他の実施形態では、当該インクセ
ットは、顔料系インク調合物と複数のインク調合物とから構成し得る。簡便さ故、本開示
においては、第２のインク調合物を用いるインクセットを参照して議論するが、本発明の
顔料系インク調合物が１つ又は複数のインク調合物（例えば、１つ又は複数のカラーの顔
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料系インク及び／又は染料系インク）と組み合わせて用い得ること並びに同様のブリード
阻止能や光学濃度結果を達成し得ることは、当業者には理解されよう。
【００２０】
　顔料系インク調合物は、両性分散剤がカチオン形態又はアニオン形態の何れかに維持さ
れるような第１のｐＨを有する。第２のインクは、その（第２のインクの）着色剤を（顔
料系インク調合物中の着色剤とは）逆の荷電状態とするような第２のｐＨに維持される。
第１のｐＨは、約３～６．５及び約４～６のｐＨで酸性であるか、又は約７．５～１０及
び約７．５～９のｐＨでアルカリ性である。さらに、当該両性分散剤は、その分散剤が酸
性である際は第１のｐＨより高い等電点を有し、その分散剤がアルカリ性である際は第１
のｐＨより低い等電点を有する。用語「等電点」とは、両性分散剤の正味の電荷が中性と
なる際のｐＨ値と定義される。
【００２１】
　顔料系インク調合物の顔料には、限定はしないが、ブラック顔料及びカラー顔料が包含
され得る。カラー顔料としては、限定はしないが、ブルー、ブラウン、シアン、グリーン
、ホワイト、バイオレット、マゼンタ、レッド、オレンジ、イエロー、並びにそれらの組
合せを挙げることができる。カラー顔料の代表的な例は、以下の第２のインク調合物に関
して後述する。
【００２２】
　ブラックの自己分散性顔料インク並びに官能基の結合法は、米国特許第５，７０７，４
３２号、第５，６３０，８６８号、第５，５７１，３１１号、第５，５５４，７３９号、
及び第６，７２３，７８３号に記載されている。例えば、ブラック顔料としては、限定は
しないが、キャボット（Ｃａｂｏｔ）社から入手可能な、Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）１
４００、Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）１３００、Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）１１００、
Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）１０００、Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）９００、Ｍｏｎａｒ
ｃｈ（登録商標）８８０、Ｍｏｎａｒｃｈ（登録商標）８００、及びＭｏｎａｒｃｈ（登
録商標）７００を挙げることができる。顔料系インクは、顔料系インク調合物の約０．５
～５ｗｔ％（例えば、約１．５～４．０ｗｔ％あるいは約２．０～３．５ｗｔ％）の量に
て顔料を含有し得る。
【００２３】
　一般に、両性分散剤としては、限定はしないが、プロトン化可能基とイオン化可能酸性
基とを含む化合物が挙げられる。当該基の適切な選択並びに基の比は、分散剤の所望の特
性を達成するべく選択し得る。等電点は、分散剤の１つの特性であり、分散剤上のプロト
ン化可能基とイオン化可能酸性基との比によって決まる。アミノ酸は、特に分散剤として
用い得る化合物の典型的な１つの種類であり、一例は、ポリエチレンイミンと無水コハク
酸との反応（物）であろう。加えて、プロトン化可能基（単数又は複数）を含有する化合
物とイオン化可能酸性基（単数又は複数）を含有する化合物とを適切な比率で別々に用い
ることによっても顔料を分散させることができる。
【００２４】
　両性分散剤は、顔料系インク調合物の約０．０１～８ｗｔ％（例えば、約１～５ｗｔ％
あるいは約２～４ｗｔ％）の量にて存在する。
【００２５】
　一実施形態では、顔料系インク調合物はビヒクルを含む。当該ビヒクルには、両性分散
剤に適合性のあるものを用いることができる。当該ビヒクルに関しては、良好なインク噴
射特性をもたらしつつ、顔料系インク調合物の構成成分を可溶化又は分散させ、それによ
って所望の機能並びに特性を満足させるのに必要となる少なくとも最小量が用いられる。
当該ビヒクルは、限定はしないが、水、有機溶媒、及びそれらの組合せを含むことができ
る。
【００２６】
　例えば、当該有機溶媒としては、限定するものではないが、炭素数３０以下の第１脂肪
族アルコール、炭素数３０以下の第１芳香族アルコール、炭素数３０以下の第２脂肪族ア
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ルコール、炭素数３０以下の第２芳香族アルコール、炭素数３０以下の１，２－ジオール
、炭素数３０以下の１，３－ジオール、炭素数３０以下の１，５－ジオール、エチレング
リコールアルキルエーテル、プロピレングリコールアルキルエーテル、ポリ（エチレング
リコール）アルキルエーテル、ポリ（エチレングリコール）アルキルエーテルの高次の同
族体、ポリ（プロピレングリコール）アルキルエーテル、ポリ（プロピレングリコール）
アルキルエーテルの高次の同族体、ラクタム、置換ホルムアミド、未置換ホルムアミド、
置換アセトアミド、及び未置換アセトアミドを挙げることができる。
【００２７】
　詳細には、当該溶媒として、限定はしないが、エトキシル化グリセロール、２－メチル
－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，５－ペンタ
ンジオール、２－ピロリドン、１－（２－ヒドロキシエチル）－２－ピロリジノン、２－
エチル－２－ヒドロキシメチル－１，３－プロパンジオール、ジエチレングリコール、３
－メトキシブタノール、及び１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノンを挙げることがで
きる。当該溶媒にはまた、限定はしないが、１，２－ヘキサンジオール、１，２－オクタ
ンジオール、２，５－ジメチル－３－ヘキシン－２，５－ジオール、トリメチロールプロ
パン、３－ヘキシン－２，５－ジオール、スルホラン、３－ピリジルカルビノール、及び
その他のピリジン誘導体も含まれ得る。当該溶媒を添加することで、インクジェットイン
ク中の水の蒸発速度を低下させて詰まりを最小限としたり、粘度、ｐＨ、表面張力、光学
濃度、及び印刷品質のようなインクのその他の諸性質を変更することができる。
【００２８】
　望ましくない微生物の成長を阻害するために種々の殺生物剤を用いることができる。当
該殺生物剤としては、限定はしないが、安息香酸塩、ソルビン酸塩、ＮＵＯＳＥＰＴ（ヌ
デックス社（Ｎｕｄｅｘ，Ｉｎｃ．）、ヒュルスアメリカ（Ｈｕｌｓ　Ａｍｅｒｉｃａ）
社の１部門）、ＵＣＡＲＣＩＤＥ（ユニオンカーバイド（Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅ）
社）、ＶＡＮＣＩＤＥ（ＲＴ　ヴァンダービルト社（Ｖａｎｄｅｒｂｉｌｔ　Ｃｏ．））
、及びＰＲＯＸＥＬ（アイシーアイ アメリカ（ＩＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａｓ）社）のよう
な市販品、及びその他の殺生物剤を挙げることができる。
【００２９】
　ノニオン性界面活性剤には、限定はしないが、アルキルフェノールエトキシラート、ポ
リオキシエチレナート、直鎖アルコールエトキシラート、ポリオキシエチレン化ポリオキ
シプロピレングリコール、ポリオキシエチレン化メルカプタン、長鎖カルボン酸エステル
、天然及び脂肪酸のグリセリル及びポリグリセリルエステル、プロピレングリコール、ソ
ルビトール及びポリオキシエチレン化ソルビトールエステル、ポリオキシエチレングリコ
ールエステル及びポリオキシエチレン化脂肪酸、アルカノールアミン縮合物、アルカノー
ルアミド、第三級アセチレングリコール、ポリオキシエチレン化シリコーン、Ｎ－アルキ
ルピロリドン及びアルキルポリグリコシドが含まれ得る。
【００３０】
　界面活性剤、殺生物剤、緩衝剤、及びその他の添加物のような、ビヒクルの全てのイオ
ン性成分は、それらが、所定のｐＨ範囲において着色剤のそれと類似の電荷を保持するよ
うに選択される。さもないと、望ましくない相互作用に起因して、不安定なインクが生じ
得る。
【００３１】
　第２のインク調合物には、限定はしないが、染料系インク及び顔料系インクを含むこと
ができる。染料系インク及び顔料系インクは、カチオン性又はアニオン性とし得る。一般
に、インクジェット印刷に用いられる染料系インク及び顔料系インクは、本発明の実施に
採用し得る。カラーインクは、多数の水溶性の酸性染料及び直接染料を含むことができる
。限定はしないが、この目的に適する幾つかの例示的な着色剤を説明目的で以下に記載す
る。第２のインク調合物の色としては、限定はしないが、ブルー、ブラック、ブラウン、
シアン、グリーン、ホワイト、バイオレット、マゼンタ、レッド、オレンジ、イエロー、
並びにそれらの組合せを挙げることができる。
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【００３２】
　当該顔料には、限定はしないが、Ｐａｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｏｒａｎｇｅ、Ｈｅｌ
ｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｂｌｕｅ　Ｌ　６９０１Ｆ、Ｈｅｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｂｌ
ｕｅ　ＮＢＤ　７０１０、Ｈｅｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｂｌｕｅ　Ｋ　７０９０、Ｈｅ
ｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｂｌｕｅ　Ｌ　７１０１Ｆ、Ｐａｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｂ
ｌｕｅ　Ｌ　６４７０、Ｈｅｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｇｒｅｅｎ　Ｋ　８６８３、及び
Ｈｅｌｉｏｇｅｎ（登録商標）Ｇｒｅｅｎ　Ｌ　９１４０のようなバスフ（ＢＡＳＦ）社
からの顔料；Ｃｈｒｏｍｏｐｈｔａｌ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　３Ｇ、Ｃｈｒｏｍｏｐ
ｈｔａｌ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　ＧＲ、Ｃｈｒｏｍｏｐｈｔａｌ（登録商標）Ｙｅｌ
ｌｏｗ　８Ｇ、Ｉｒｇｒａｚｉｎ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　５ＧＴ、Ｉｒｇｒａｌｉｔ
ｅ（登録商標）Ｒｕｂｉｎｅ　４ＢＬ、Ｍｏｎａｓｔｒａｌ（登録商標）Ｍａｇｅｎｔａ
、Ｍｏｎａｓｔｒａｌ（登録商標）Ｓｃａｒｌｅｔ、Ｍｏｎａｓｔｒａｌ（登録商標）Ｖ
ｉｏｌｅｔ　Ｒ、Ｍｏｎａｓｔｒａｌ（登録商標）Ｒｅｄ　Ｂ、及びＭｏｎａｓｔｒａｌ
（登録商標）Ｖｉｏｌｅｔ　Ｍａｒｏｏｎ　Ｂのようなチバガイギー（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉ
ｇｙ）社からの顔料；Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｕ、Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｖ、Ｐｒｉｎｔｅｘ　１４
０Ｕ、及びＰｒｉｎｔｅｘ　１４０Ｖのようなデグッサ（Ｄｅｇｕｓｓａ）社からの顔料
；Ｔｉｐｕｒｅ（登録商標）Ｒ－１０１のようなデュポン（ＤｕＰｏｎｔ）社からの顔料
；Ｄａｌａｍａｒ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　ＹＴ－８５８－Ｄ及びＨｅｕｃｏｐｈｔｈ
ａｌ（登録商標）Ｂｌｕｅ　Ｇ　ＸＢＴ－５８３Ｄのようなホイバッハ（Ｈｅｕｂａｃｈ
）社からの顔料；Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　ＧＲ、Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅ
ｌｌｏｗ　Ｇ、Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　ＤＨＧ、Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅ
ｌｌｏｗ　ＮＣＧ－７１、Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　ＧＧ、Ｈａｎｓａ　Ｙｅ
ｌｌｏｗ　ＲＡ、Ｈａｎｓａ　Ｂｒｉｌｌｉａｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　５ＧＸ－０２、Ｈａ
ｎｓａ　Ｙｅｌｌｏｗ－Ｘ、Ｎｏｖｏｐｅｒｍ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　ＨＲ、Ｎｏｖ
ｏｐｅｒｍ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ　ＦＧＬ、Ｈａｎｓａ　Ｂｒｉｌｌｉａｎｔ　Ｙｅ
ｌｌｏｗ　１０ＧＸ、Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｇ３Ｒ－０１、Ｈｏｓｔａｐ
ｅｒｍ．ＲＴＭ、Ｙｅｌｌｏｗ　Ｈ４Ｇ、Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ（登録商標）Ｙｅｌｌｏｗ
　Ｈ３Ｇ、Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ（登録商標）Ｏｒａｎｇｅ　ＧＲ、Ｈｏｓｔａｐｅｒｍ（
登録商標）Ｓｃａｒｌｅｔ　ＧＯ、及びＰｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｒｕｂｉｎｅ　Ｆ６Ｂのよ
うなヘキスト（Ｈｏｅｃｈｓｔ）社からの顔料；Ｑｕｉｎｄｏ（登録商標）Ｍａｇｅｎｔ
ａ、Ｉｎｄｏｆａｓｔ（登録商標）Ｂｒｉｌｌｉａｎｔ　Ｓｃａｒｌｅｔ、Ｑｕｉｎｄｏ
（登録商標）Ｒｅｄ　Ｒ６７００、Ｑｕｉｎｄｏ（登録商標）Ｒｅｄ　Ｒ６７１３、及び
Ｉｎｄｏｆａｓｔ（登録商標）Ｖｉｏｌｅｔのようなモバイ（Ｍｏｂａｙ）社からの顔料
；Ｌ７４－１３５７　Ｙｅｌｌｏｗ、Ｌ７５－１３３１　Ｙｅｌｌｏｗ、及びＬ７５－２
５７７　Ｙｅｌｌｏｗのようなサンケミカル社（Ｓｕｎ　Ｃｈｅｍ．）社からの顔料が包
含され得る。
【００３３】
　水性カラー染料には、限定はしないが、スルホン酸塩及びカルボン酸塩（特に、インク
ジェット印刷に通常採用されるもの）が包含され得る。具体例としては、Ｓｕｌｆｏｒｈ
ｏｄａｍｉｎｅ　Ｂ（スルホン酸塩）、Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　１１３（スルホン酸塩）、
Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　２９（スルホン酸塩）、Ａｃｉｄ　Ｒｅｄ　４（スルホン酸塩）、
Ｒｏｓｅ　Ｂｅｎｇａｌ（カルボン酸塩）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏｗ　１７（スルホン酸
塩）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏｗ　２９（スルホン酸塩）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏｗ　４２
（スルホン酸塩）、Ａｃｒｉｄｉｎｅ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｇ（スルホン酸塩）、Ｎｉｔｒｏ
　Ｂｌｕｅ　Ｔｅｔｒａｚｏｌｉｕｍ　Ｃｈｌｏｒｉｄｅ　Ｍｏｎｏｈｙｄｒａｔｅ又は
Ｎｉｔｒｏ　ＢＴ、ローダミン　６Ｇ、ローダミン　１２３、ローダミン　Ｂ、ローダミ
ン　Ｂ　イソシアナート、サフラニン　Ｏ、Ａｚｕｒｅ　Ｂ、Ａｚｕｒｅ　Ｂ　エオシナ
ート、Ｂａｓｉｃ　Ｂｌｕｅ　４７、Ｂａｓｉｃ　Ｂｌｕｅ　６６、Ｔｈｉｏｆｌａｃｉ
ｎ　Ｔ（Ｂａｓｉｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　１）、及びＡｕｒａｍｉｎｅ　０（Ｂａｓｉｃ　Ｙ
ｅｌｌｏｗ　２）　があり、これらは全てアルドリッチケミカル社（Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃ



(9) JP 4789583 B2 2011.10.12

10

20

30

40

50

ｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ）から入手可能である。
【００３４】
　溶媒としては、限定はしないが、水溶性有機溶媒を挙げることができる。当該水溶性有
機溶媒としては、限定はしないが、脂肪族アルコール、芳香族アルコール、ジオール、グ
リコールエーテル、ポリ（グリコール）エーテル、ラクタム、ホルムアミド、アセトアミ
ド、長鎖アルコール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、グリセリン、ジプロピレングリコール、グリコールブチル
エーテル、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、アミド、エーテル、カ
ルボン酸、エステル、有機スルフィド、有機スルホキシド、スルホン、アルコール誘導体
、カルビトール、ブチルカルビトール、セロソルブ、エーテル誘導体、アミノアルコール
、及びケトンを挙げることができる。
【００３５】
　例えば、当該溶媒には、限定はしないが、炭素数３０以下の第１脂肪族アルコール、炭
素数３０以下の第１芳香族アルコール、炭素数３０以下の第２脂肪族アルコール、炭素数
３０以下の第２芳香族アルコール、炭素数３０以下の１，２－ジオール、炭素数３０以下
の１，３－ジオール、炭素数３０以下の１，５－ジオール、エチレングリコールアルキル
エーテル、プロピレングリコールアルキルエーテル、ポリ（エチレングリコール）アルキ
ルエーテル、ポリ（エチレングリコール）アルキルエーテルの高次の同族体、ポリ（プロ
ピレングリコール）アルキルエーテル、ポリ（プロピレングリコール）アルキルエーテル
の高次の同族体、ラクタム、置換ホルムアミド、未置換ホルムアミド、置換アセトアミド
、及び未置換アセトアミドが包含できる。
【００３６】
　詳細には、当該溶媒としては、限定はしないが、エトキシル化グリセロール、２－メチ
ル－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，５－ペン
タンジオール、２－ピロリドン、１－（２－ヒドロキシルエチル）－２－ピロリジノン、
２－エチル－２－ヒドロキシメチル－１，３－プロパンジオール、ジエチレングリコール
、３－メトキシブタノール、及び１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノンを挙げること
ができる。当該溶媒としてはまた、限定はしないが、１，２－ヘキサンジオール、１，２
－オクタンジオール、２，５－ジメチル－３－ヘキシン－２，５－ジオール、トリメチロ
ールプロパン、３－ヘキシン－２，５－ジオール、スルホラン、３－ピリジルカルビノー
ル、及びその他のピリジン誘導体も挙げることができる。当該溶媒を添加することで、イ
ンクジェットインク中の水の蒸発速度を低下させて詰まりを最小限としたり、粘度、ｐＨ
、表面張力、光学濃度、及び印刷品質のようなインクのその他の諸性質を変更することが
できる。
【００３７】
　望ましくない微生物の成長を阻害するために種々の殺生物剤を用いることができる。当
該殺生物剤としては、限定はしないが、安息香酸塩、ソルビン酸塩、ＮＵＯＳＥＰＴ（ヌ
デックス社）、ヒュルスアメリカの１部門）、ＵＣＡＲＣＩＤＥ（ユニオンカーバイド社
）、ＶＡＮＣＩＤＥ（ＲＴヴァンダービルト社）、及びＰＲＯＸＥＬ（アイシーアイ ア
メリカ社）のような市販品、及びその他の殺生物剤を挙げることができる。
【００３８】
　ノニオン性界面活性剤としては、限定はしないが、アルキルフェノールエトキシラート
、ポリオキシエチレナート、直鎖アルコールエトキシラート、ポリオキシエチレン化ポリ
オキシプロピレングリコール、ポリオキシエチレン化メルカプタン、長鎖カルボン酸エス
テル、天然及び脂肪酸のグリセリル及びポリグリセリルエステル、プロピレングリコール
、ソルビトール及びポリオキシエチレン化ソルビトールエステル、ポリオキシエチレング
リコールエステル及びポリオキシエチレン化脂肪酸、アルカノールアミン縮合物、アルカ
ノールアミド、第三級アセチレングリコール、ポリオキシエチレン化シリコーン、Ｎ－ア
ルキルピロリドン及びアルキルポリグリコシドを挙げることができる。
【００３９】
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　界面活性剤、殺生物剤、緩衝剤、及びその他の添加物のような、ビヒクルのイオン性成
分は、それらが所定のｐＨ範囲において着色剤のそれと類似の電荷を保持するように選択
されることに留意されたい。さもないと、望ましくない相互作用に起因して、不安定なイ
ンクが生ずる場合がある。
【００４０】
　本明細書では、比、濃度、量、及びその他の数値データを範囲形式で提示する場合があ
ることに留意されたい。そのような範囲形式は、便利且つ簡潔なために用いるものであっ
て、範囲の限界値として明記された数値を含むだけでなく、各数値及び副範囲があたかも
明記されているかのようにその範囲内に包含される個別の数値又は副範囲を全て包含する
ものと柔軟に解釈すべきことを理解されたい。例を示せば、「約０．１％～約５％」とい
う濃度範囲は、約０．１ｗｔ％、約５ｗｔ％という明記された濃度を含むだけではなくて
、その表示範囲内の個別濃度（例えば、１ｗｔ％、２ｗｔ％、３ｗｔ％、及び４ｗｔ％）
、並びに副範囲（例えば、０．５％、１．１％、２．２％、３．３％、及び４．４％）を
含むものと解釈すべきである。
【００４１】
実施例
　以下は、本発明の実施形態の非限定的な例である。これらの実施例は、本開示の実施形
態の範囲をそれら特定のものに限定しようとする意はない。当業者であれば、記載の調合
物を修正、変更することができ、これらの修正、変更が、本開示の実施形態の範囲内にあ
ることは分かろう。
【実施例１】
【００４２】
　米国特許第６，７２３，７８３号（参照することで本明細書にその内容を取り入れるこ
ととする）に従って、Ｍｏｎａｒｃｈ　７００（キャボット社）を、ＡＰＳＥＳとの反応
、その次のＰＥＩ　１８００との反応、その次のフェニル無水コハク酸との反応により修
飾した。約４％のエトキシル化グリセロール（Ｌｉｐｏｎｉｃｓ）、約８％のヒドロキシ
メチルプロパンジオール，約１０％の２－ピロリドン，約１％のプロピレングリコールｎ
－ブチルエーテル、約０．１％のノニオン性界面活性剤、及び残部の水を含んで成るビヒ
クルに、３．５％の濃度にて顔料を添加した。当該インクのｐＨを約４に維持し、こうし
て、カチオン性インクを得た。
【００４３】
　カラーインク（顔料系又は染料系のどちらでもよい）に関しては、そのｐＨを、約８．
５近辺のアルカリ性に維持した。これにより、着色剤は、もし染料の場合にはアニオン性
であった。着色剤が顔料の場合には、それをアニオン性として分散させた。優れたブラッ
ク－カラー間のブリード特性を得た。ここで、ブラック顔料が、両性ではなく単にカチオ
ン性である場合（即ち、Ｍｏｎａｒｃｈ　７００を、ＡＰＳＥＳ、続くＰＥＩで修飾した
だけの場合）には、同一のビヒクル中にそれを添加し且つ同一のカラーに対して印刷した
際、ブラック－カラー間のブリード特性は、この実施例に記載の両性の顔料を用いる場合
ほど優れてはいなかった。選択した「用紙セット」上における普通紙ブラック光学濃度の
平均は、約１．４より高かった。同一用紙上におけるＤＪ５５５０（市販インク）の光学
濃度は、約１．２であった。
【実施例２】
【００４４】
　米国特許第６，７２３，７８３号に従って、Ｍｏｎａｒｃｈ　７００（Ｃａｂｏｔ）を
、ＡＰＳＥＳと反応させ、次いでＰＥＩ　６００とアルギニンとの混合物と反応させるこ
とにより修飾した。当該ブラックインクを実施例１と同一のビヒクルに入れ、そしてｐＨ
を約４に調節してカチオン性に維持した。実施例１の場合と同じカラーに対して印刷した
際、同様に優れたブラック－カラー間のブリード性能を得た。実施例１と同じ普通紙セッ
ト上における光学濃度の平均は、約１．４より高かった。
【００４５】
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　上述の実施形態に対し多くの変更並びに修正を施すことができる。そのような修正及び
変更は、全て、本発明の範囲に包含され且つ添付の特許請求の範囲によって保護されるも
のとする。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】プリンタシステムの一実施形態
【符号の説明】
【００４７】
　１０　プリンタシステム
　１２　コンピュータ制御システム
　１４　インク分配システム
　１８　印刷媒体

【図１】
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